
 （第１号様式）
高齢者日常生活用具取扱業者登録申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
（宛先）名古屋市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　 （申請者）
所在地
名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
生年月日
電話番号
「名古屋市高齢者日常生活用具給付事業実施要綱」に基づき、名古屋市から日常生活用具の給付に関する委託を受ける取扱業者として登録されたく、下記のとおり申請します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
記

　１　給付可能な日常生活用具
	種　　　　　　　　　　　　目

	
	
	


　　

注：火災警報器・自動消火器・電磁調理器のうち、取り扱う種目を記入してください。

　２　委任者（本店）
	所在地
	

	名　称
	

	代表者氏名
	


　　　　　

　　

注：申請者が支店等の場合は委任者を記入し、委任状を添付してください。

　３　口座振替登録内容
	登録番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	カナシメイ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注：名古屋市の口座振替登録が済んでない場合は、登録手続を別に行うこと。

　４　遵守事項

　　　　裏面のとおり

名古屋市高齢者日常生活用具取扱業者登録要綱第３条第２項の規定に該当するときは登録はできません。また、登録後にその旨が判明したときは、登録を取り消すことがあります。
上記事由を確認する必要がある場合には、申請書に記載されている情報を愛知県警察本部に照会することがあります。

遵　　守　　事　　項

１　高齢者（以下「甲」という。）から日常生活用具の見積書の作成依頼を受けた場合は、甲の希望に合致する用具に関し、市場価格等適正な価格の見積書を作成し、すみやかに甲に交付すること。

２　本市の発行する日常生活用具給付券を所持する甲に、日常生活用具を給付する場合において、日常生活用具給付券に自己負担額が記載されているときには甲にその支払いを求めること。

⑵　甲に給付する日常生活用具の販売価格が、本市が別に定める限度額（以下「限度額」という。）を超えるときには、甲にその差額の支払いを求めること。

⑶　自己負担額および差額の支払いを受けたときは、甲に領収証を交付すること。
３　本市の発行する日常生活用具給付券の呈示をうけたときは、すみやかに日常生活用具を手配し、当該日常生活用具を甲に引き渡すこと。

４　甲にたいして懇切丁寧を旨とし、差別的取扱をしないこと。

５　本市に請求することのできる額は、限度額（ただし、販売価格等が限度額を下回るときは販売価格等）より甲が支払った自己負担額を差引いた額とすること。

⑵　本市に費用の請求をするときは、日常生活用具給付券に甲の署名を受け、これを請求書に添付すること。また、甲から自己負担額および差額の支払いを受けたときは、甲に交付した領収書の控えの写しを請求書に添付すること。
６　本市から日常生活用具の給付について必要な報告又は説明を求められた場合は、すみやかにこれに応じること。

７　本事業をもとにした勧誘や宣伝を独自に行わないこと。
８　以上の遵守事項を遵守しないときは、登録を取消されても異議ないこと
フリガナ








